
令和６年度 第２回 浜松市社会福祉審議会 児童福祉専門分科会 

 

日時： 令和 6年 9月 12 日（木） 

14:30～16:00 

場所： ザザシティ浜松中央館５階 

 大会議室 

 

次   第 

 

１ 開会 

 

２ 新任委員の紹介 

 

３ 議事 

《審議》 

（１）教育・保育施設、地域型保育事業の認可等について（幼保支援課・幼保運営課） 

《報告》 

（１）令和６年５月１日の浜松市放課後児童会入会児童数及び待機児童数について 

（教育総務課） 

（２）静岡県社会的養育推進計画策定について（子育て支援課） 

（３）５歳児健康診査事業について（健康増進課） 

 

４ 資料配付 

（１）第１回児童福祉専門分科会審議事項に関する意見および質問への回答について 

 

５ 閉会 
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教育・保育施設、地域型保育事業の認可等について 

 
こども家庭部 幼保支援課 

幼保運営課 
 

１ 教育・保育施設の認可等について 

 

（１）施設種別  

幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園、保育所、新制度幼稚園 

 

（２）施設設置の根拠 

   ・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

第３条第１項又は第３項、第１２条及び第１７条第１項 

   ・児童福祉法第３５条第４項 

 

（３）意見聴取の根拠 

   ・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

第１７条第３項 

   ・児童福祉法第３５条第６項 

   ・子ども・子育て支援法第３１条第２項 

 

（４）令和７年度認可等（予定）施設一覧 

ア 幼保連携型認定こども園 

（ア）保育所⇒幼保連携型認定こども園：４施設 

満3歳 3歳 4歳 5歳 計 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

（仮）浜松市立佐鳴台こども園
　　　浜松市 0 2 2 2 6 13 21 26 26 27 27 140 146

　　　※浜松市立佐鳴台保育園 (0) (140) (140)

（仮）愛恵こどもの園
（福）浜松乳幼児福祉会 0 0 0 0 0 8 12 15 15 15 15 80 80

　　　※愛恵保育園 (0) (80) (80)

（仮）舘山寺こども園
（福）庄栄会 1 2 2 2 7 8 15 16 17 17 17 90 97

　　　※舘山寺保育園 (0) (90) (90)

（仮）三方ときめきこども園
（福）初生会 3 3 3 3 12 20 25 25 30 30 30 160 172

　　　※初生保育園 (0) (160) (160)

25 470 495

(0) (470) (470)

4 中央区東三方町185-2

合計

1

中央

中央区佐鳴台三丁目31-2

2 中央区鴨江三丁目3-37

3 中央区舘山寺町2418-1

№ 区
施設名称
設置主体

施設所在地
１号認定　定員（人） ２・３号認定　定員（人）

合計

 
注）施設名称の下段に※印記載のもの及び定員の下段に括弧書きのものは、現行の施設名称及び定員である 

 

（イ）幼稚園⇒幼保連携型認定こども園：１施設 

満3歳 3歳 4歳 5歳 計 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

（仮）天王こども園
（学）相生学園 20 45 50 50 165 5 10 20 25 25 25 110 275

　※天王幼稚園 (300) (0) (300)

２・３号認定　定員（人）
合計

1 中央 中央区天王町943

№ 区
施設名称
設置主体

施設所在地
１号認定　定員（人）

 

注）施設名称の下段に※印記載のもの及び定員の下段に括弧書きのものは、現行の施設名称及び定員である 

 

審議（１） 
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 審議（１）



  イ 保育所 

  （ア）認証保育所⇒保育所：１施設 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

（仮）はぐみな保育園
（同） MiMoチルコロ 6 10 10 18 18 18 80

　　　※はぐみな保育園 (67)

1 中央 中央区葵西六丁目6-30

№ 区
施設名称
設置主体

施設所在地

２・３号認定　定員（人）

 

注）施設名称の下段に※印記載のもの及び定員の下段に括弧書きのものは、現行の施設名称及び定員である 

注）移行にあたり小規模保育事業「はぐみな第二保育園」（定員 19人）を統合する 

 

 

ウ 幼稚園 

（ア）従来型幼稚園⇒新制度幼稚園：１施設 

1 中央
　　蒲幼稚園
　（学）蒲学園

中央区神立町480 500

№ 区
施設名称
設置主体

R6
園則
定員

施設所在地
5歳 計

15 65 65 65 210

１号認定　定員（人）

満3歳 3歳 4歳

 

注）R6 園則定員は、従来型幼稚園における学校教育法施行規則第４条第１項第５号の収容定員 

 

 

 

２ 地域型保育事業の認可について 

（１）事業種別 

小規模保育事業、事業所内保育事業 

 

（２）事業実施の根拠 

   児童福祉法第３４条の１５第２項 

 

（３）意見聴取の根拠 

   ・児童福祉法第３４条の１５第４項 

   ・子ども・子育て支援法第４３条第２項 

 

（４）令和７年度認可（予定）事業一覧 

ア 小規模保育事業所 

（ア）新設：３施設 

0歳 1歳 2歳 計

1
（仮）さくら保育園植松
（株）SAKURA

5 7 7 19

2
（仮）上石田の星保育園
　コツヨシ（株）

6 6 7 19

3
（仮）ハピファニ保育園
（株）ALL FOR ONE

2 5 5 12

50

日本文教幼稚園（中央区常盤町141-20）

№ 区
施設名称
設置主体

施設所在地 連携施設

合計

中央区伝馬町311-7
松城幼稚園（中央区鹿谷町1-1）
日本文教幼稚園（中央区常盤町141-20）

中央区植松町1479-1

中央 中央区上石田町2325 北浜幼稚園（浜名区貴布祢409）

３号認定　定員（人）
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令和 7年度 教育・保育施設等の種類及び施設数（予定） 

 

＜教育・保育施設＞ 

                                  （単位：施設） 

施設種別 R6 R7 増減 備考 

1 
公立幼保連携型 

認定こども園 
0 1 1 ・公立保育所からの移行  1施設 

2 
私立幼保連携型

認定こども園 
77 81 4 

・新制度幼稚園からの移行 1施設 

・私立保育所からの移行   3 施設 

3 
私立保育所型 

認定こども園 
4 4 0  

4 公立保育所 20 19 △1 ・公立幼保連携型認定こども園への移行 △1施設 

5 私立保育所 37 35 △2 
・私立幼保連携型認定こども園への移行 △3施設 

・認証保育所からの移行 1 施設 

6 公立幼稚園 60 60 0  

7 

私立幼稚園 37 36 △1  

 新制度 18 18 0 
・私立幼保連携型認定こども園への移行 △1施設 

・従来型幼稚園からの移行 1施設 

 従来型 19 18 △1 ・新制度幼稚園への移行 △1施設 

合計 235 236 1 
 

 

 

 

＜地域型保育事業＞ 

                                  （単位：施設） 

事業種別 R6 R7 増減 備考 

1 
小規模 

保育事業 
51 52 1 

・新設  3 施設 

・閉園 △2施設 

2 
事業所内 

保育事業 
12 12 0  

合計 63 64 1 
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   学校教育部 教育総務課  

 

令和６年５月１日の浜松市放課後児童会入会児童数及び待機児童数について 

 

１ 放課後児童会入会児童数及び待機児童数 

表 1 旧行政区ごとの入会児童数及び待機児童数（各年５月 1 日現在）              （単位：人） 

 

令和５年 令和６年 増減 

① 

箇所

数 

② 

定員 

③入会 

児童数 

④待

機 

児童

数 

① 

箇所数 

② 

定員 

③入会 

児童数 

④待機 

児童数 

① 

箇所数 

② 

定員 

③入会 

児童数 

④待機 

児童数 

旧中 46 2,088 2,008 46 46 2,091 2,004 44 0 3 ▲4 ▲2 

旧東 27 1,211 1,158 41 28 1,231 1,189 40 1 20 31 ▲1 

旧西 20 1,026 907 2 20 1,036 939 4 0 10 32 2 

旧南 19 924 799 49 19 1,024 845 15 0 100 46 ▲34 

旧北 23 1,059 997 7 23 1,059 971 40 0 0 ▲26 33 

旧浜北 27 1,201 1,223 45 27 1,201 1,202 59 0 0 ▲21 14 

天竜 4 135 141 0 4 135 125 0 0 0 ▲16 0 

総計 166 7,644 7,233 190 167 7,777 7,275 202 1 133 42 12 

※ 待機児童数は、受入できなかった児童のうち、引き続き入会希望を継続している児童の数 

※ 定員割れしている児童会があり、旧区ごとに集計していることから、②＞③でも待機児童が生じる。 

※ 児童の利用状況等により、定員を超えて登録を行う場合がある。 

 

表 2 旧行政区ごとの学年別入会児童数（令和６年５月 1 日現在）                 （単位：人） 

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合計 

旧 中 区 744 616 443 151 43 7 2,004 

旧 東 区 448 375 244 87 28 7 1,189 

旧 西 区 318 263 217 93 37 11 939 

旧 南 区 316 283 184 38 20 4 845 

旧 北 区 321 276 247 70 47 10 971 

旧浜北区 389 351 245 144 50 23 1,202 

天竜区 40 38 30 14 2 1 125 

総 計 
2,576 2,202 1,610 597 227 63 

7,275 
6,388 887 
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学校教育部　教育総務課

 報告（１）



 

表 3 旧行政区ごとの学年別待機児童数（令和６年５月１日現在）                 （単位：人） 

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合計 

旧 中 区 7 5 19 12 1 0 44 

旧 東 区 3 6 16 7 6 2 40 

旧 西 区 0 0 2 1 1 0 4 

旧 南 区 2 5 7 1 0 0 15 

旧 北 区 0 0 7 24 8 1 40 

旧浜北区 2 2 14 16 22 3 59 

天竜区 0 0 0 0 0 0 0 

総 計 
14 18 65 61 38 6 

202 
97 105 

 

２ 待機児童解消に向けた対応策 

   

 (1) 開設場所の確保 

  ア 学校施設における余裕教室等の活用 

  イ 近隣の公共施設の活用 

  ウ その他（安全確保を踏まえ、民間施設の活用 など） 

 (2) 民設民営放課後児童会の開設促進 

    令和６年度より事業実施に係る補助額を拡充 

 

＜定員拡大の推移＞                                     （単位：箇所、人） 

区 分 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

箇所数 142 142 151 165 166 167 

定員数 6,527 6,558 7,093 7,533 7,644 7,777 

待機児童数 471 495 343 261 190 202 

定員拡大 31 535 440 111 133  

内訳 

余裕教室等活用 46 210 180 111 -  

専用施設建設 - 256 172 - 70  

その他 △15 69 88 - 63  
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こども家庭部子育て支援課 

   児 童 相 談 所 

 

静岡県社会的養育推進計画の見直しについて 

 

１ 概 要 

児童養護施設や里親家庭等の社会的養育を必要とする児童が、より家庭的な環境で生

活し、健やかに成⾧できる環境を保障するために令和２年３月に策定した「静岡県社会的

養育推進計画」について、令和６年度で前期計画の終期を迎えるため、令和７年度からの

後期計画の見直しを行うもの。 

なお、後期計画の見直しにおいては、令和４年改正児童福祉法を踏まえた内容とする。 

２ 現在の計画 

（１）計画の概要 

計画の位置づけ ・平成 28 年の児童福祉法改正により、家庭若しくは家庭的な環境での養育

を優先する「家庭養育優先原則」が規定されたことを踏まえ計画を策定 

・児童の養育先として施設よりも里親委託を優先 

・施設養育においては、養育単位の小規模化（養育単位４～６人）を推進 

・こどもの権利擁護や自立支援の推進への取組等について記載 

計画策定主体 静岡県、静岡市、浜松市   ※県が策定する計画の中に各政令市計画を記載。 

計 画 期 間 令和２年度から令和 11 年度までの 10 年間 

（前期：令和２年度～令和６年度、後期：令和７年度～令和 11 年度） 

計画策定方法 有識者及び県内児童福祉施設関係者等から成る検討会議により３回の会議

による審議・検討を経て策定   ※検討会議設置に係る庶務は静岡県が行う。 

（２）現行計画の主な内容 

 ア 里親委託の推進に向けた取り組み 

 ３歳未満及び３歳以上の里親委託率は、目標値よりも高い水準であるが、学童期以降

の年齢区分の里親委託率は、目標値よりも低い水準で推移している。 

【年齢区分ごとの里親委託率の推移】 
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 報告（２）



【現行計画の目標値（浜松市）】                  （単位：％） 

年齢区分 
基準値 

H31（2019） 

現状値 

R５（2023） 

目標値 

R6（2024） R11（2029） 

里
親
委
託
率 

３ 歳 未 満 50 73.7 56 67 

３ 歳 以 上 28 66.7 44 59 

学童期以降 24 22.0 37 49 

イ 施設の小規模かつ地域分散化、多機能化等に向けた取り組み 

現行計画に基づき、地域小規模児童養護施設が段階的に整備されたことにより、小規

模化等された施設の定員数は増加している。 

【現行計画の目標値（浜松市）】                  （単位：人） 

項目 
基準値 

H31（2019） 

現状値 

R５（2023） 

目標値 

R11（2029） 

小規模化等された施設の定員数 24 36 58 

３ 計画の見直し 

令和４年改正児童福祉法の内容を反映した計画の策定要領が国から示されたことから

現計画の見直しを行う。 

（１）計画策定項目 

 No. 項  目 現計画 新計画 

 １ 県における社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全体像 〇 〇 

☆ ２ 当事者であるこどもの権利擁護の取組 〇 〇 

☆ ３ 市町のこども家庭支援体制の構築等に向けた県の取組 〇 〇 

☆ ４ 支援を必要とする妊産婦等の支援に向けた取組 ― 〇 

☆ ５ 一時保護改革に向けた取組 〇 〇 

 ６ 各年度における代替養育を必要とするこどもの数の見込み 〇 〇 

☆ ７ 代替養育を必要とするこどものパーマネンシ－保障に向けた取組 〇 〇 

☆ ８ 里親等への委託の推進に向けた取組 〇 〇 

 ９ 施設の小規模化かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組  〇 〇 

 10 社会的養護自立支援の推進に向けた取組 〇 〇 

 11 児童相談所の強化等に向けた取組 〇 〇 

☆ 12 障害児入所施設における支援 ― 〇 
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（２）主な見直し内容 

   令和４年改正児童福祉法により新たに法定化された事業や施設について、記載内容

の拡充が求められている。 

No. 項目 現行計画 見直し後計画 

２ こ ど も の 権 利 擁 護 

こどもの意見の代弁等につ

いて自治体の状況に応じた

方策を検討 

意見聴取等措置、意見表明等

支援事業の実施 

３ 市町のこども家庭支援体制 
こども家庭総合支援拠点の

普及 

こども家庭センター設置の促

進 

４ 妊 産 婦 等 支 援 ʷ 妊産婦等生活援助事業の実施 

５ 一 時 保 護 改 革 
一時保護の環境及び体制の

整備 

一時保護施設職員の研修充実

等 

７ パーマネンシʷ保障 
特別養子縁組推進に向けた

取組の実施 

パーマネンシ－保障に向けた

児相の体制整備 

８ 里 親 委 託 の 推 進 
包括的な里親支援業務の実

施に向けた取組 
里親支援センターの設置促進 

12 障 害 児 入 所 施 設 ʷ 
ユニット化等家庭的環境の施

設整備を推進 
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４ 計画策定スケジュール（予定） 

 

〇児童養護施設や里親等へ入所・委託中の児童に対する調査実施 

〇各児童養護施設等への団体ヒアリングの実施 

 

 

 

〇県がパブリックコメントを実施（R6.12～R7.1 頃） 

 

 

 

 

〇計画内容確定 

 

 

 

 

令和６年 7 月 29 日 

第１回検討会議 

（県・政令市合同） 

（内容） 

・現行計画の進捗状況及び社会的養護の現状と課題 

・国の策定要領（新計画の方針）の確認 

・現行計画に係る基本理念、今後の取り組み等に係る意見聴取等 

令和６年 10 月頃 

第２回検討会議 

（県・政令市合同） 

（内容） 

・児童養護施設や里親等へ入所・委託中の児童に対する調査報告 

・調査結果、ヒアリングを踏まえた計画案の検討 

・整備目標の算出方法を確認 

令和７年２月頃 

第３回検討会議 

（県・政令市合同） 

（内容） 

・パブリックコメント結果報告 

・パブリックコメントを踏まえた計画最終案を検討 

計画策定・公表 
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健康増進課 

５歳児健康診査事業について 

 

１．目的 

・特別な配慮が必要な児を年中の時期に把握し、個々の状況に合わせた支援をすることで、就学

前後の成長・発達を支援する。 

・保護者がわが子の特性や課題などに気づきを持ち、こどもへの適切な関わりや配慮を理解し、

対応することで就学後の集団生活への適応を図る。 

 ・就学前後のフォローアップ体制として、保健・医療・福祉・教育の分野が連携・協議しなが

ら、切れ目のない支援体制の構築を行う。 

 

２．背景 

・発達障害児において、就学後に対人関係、行動、コミュニケーション、社会性に問題を有する

ことが多く、不登校などの二次障害を示しやすいと指摘されている。 

・就学時に特別な教育的配慮が必要な児に対して早期介入を実施することにより、発達課題につ

いて保護者の気づきや就学適応が向上することが期待される。 

・学童期、思春期の健康増進に向けて、運動習慣及び睡眠時間の確保、適切なメディア利用及び

食習慣の習得といった保健指導を就学前に行うことが重要である。 

・妊娠期から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援の充実を図るとともに、出産から就学前

まで切れ目ない健康診査の実施体制を整備することを目的に、国が令和５年度第１号補正予算

において５歳児健康診査事業の実施に係る費用助成を示し、全国の自治体で実施を目指すとさ

れた。 

 

３．対象年齢 

 おおむね４歳６か月～５歳６か月（年中児） 

 

４．５歳児健康診査イメージ（国資料抜粋） 

  

 第２回こども家庭審議会成育医療等分科会

（令和５年１１月２２日） 資料より 
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５．プロジェクトチーム設置の目的 

 ・就学前後の切れ目のない支援体制を構築する。 

・庁内関係各課や、庁外の保健、医療、教育、福祉の関係者が連携したフォローアップ体制を構

築する。 

 

６．庁内外プロジェクトチーム会議について 

 ・参加者：庁外９団体９名、庁内（事務局含む）９課２１名 

・第１回：令和６年７月２２日（月） 

協議事項：５歳児健康診査の実施体制等について 

巡回型一次スクリーニングを利用した一般健康診査と健診後の事後フォローとして事後相談事業を

一体的に実施するという方向性で合意となった。 

 ・第２回：令和６年９月９日（月）予定 

５歳児健康診査の実施体制の詳細イメージや課題等について、協議を実施。。定。 

 

庁外（50音順）                 庁内（部局順） 

1 一般社団法人 浜松市医師会  1 健康福祉部 障害保健福祉課 

2 社会福祉法人 浜松市社会福祉事業団 2 健康福祉部 中央健康づくりセンター 

3  社会福祉法人 ひかりの園  3 健康福祉部 浜名健康づくりセンター 

4 特定非営利活動法人浜松政令市医師会 4 健康福祉部 天竜健康づくりセンター 

5 浜松市障がい者基幹相談支援センター 5 こども家庭部 子育て支援課 

6 はままつ児童発達支援ネットワーク連絡会 6 こども家庭部 幼保運営課 

7 浜松市発達相談支援センター「ルピロ」 7 学校教育部 教育支援課 

8  浜松市私立幼稚園協会  8 学校教育部 健康安全課 

9 浜松民間保育園長会  事務局 健康福祉部 健康増進課 
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1 回答Ａ  

子ども・子育て支援法第 72 条で定められている「地方版子ども・子育て会議」につきまして

は、浜松市社会福祉審議会条例第 6条第 1項第 5号で、児童福祉専門分科会で審議することとし

ておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

P3（3）スケジュール表では、本分科会は、報告、説明を受ける機関との表記ですが、R6.5.16

の分科会の次第では「審議」の扱いとしており、分科会委員のご意見を聴いてまいります。 

令和 5年度第３回児童福祉専門分科会の会議録については、更新が遅れましたが、現在はご覧

いただけるようになっておりますので、ご確認ください。 
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肢体不自由、知的障害、発達障害、医療的ケア児のいるご家

族、きょうだい児にかかる負担は貧困の問題とは異なる部分があります。介護、付き添いの問題、き

ょうだい児の愛着形成に与える影響、経済的問題があっても、見守りやあずかりの支援がなければ

働くこともできない現状を見据えた施策もご検討ください。また、

 

1 回答Ｂ  

 障害児支援・医療的ケア児等への支援は、浜松市障がい者計画へ重点的に盛り込んでおります

が、ご指摘の内容はこども計画においても重要な視点であると認識しており、障害部門とも連携

してまいります。 

1 回答Ｃ  

タブレット型端末やスマートフォン利用の低年齢化により、ネット依存や健康被害、ネットい

じめや誹謗中傷など、子供たちへの影響が心配されます。 

各学校では、教育委員会が作成した浜松市情報モラル指導教材を活用し、きまりや約束がある

ことや相手の気持ちを考えて発信することの大切さ、自分の身を守るための方法などについて、

子供たちが安全に活用するための指導を行っています。 

今後は、家庭での使用のルールや大人の見届けなど、学校と家庭が同一歩調で指導を進めて

いけるよう努めてまいります。
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1 回答Ｄ  

 こども・若者の権利擁護につきましては、体制を含め、どのように取り組んでいくか検討を進

めてまいります。 

 こどもの意見聴取につきましては、浜松こども館や浜松市立青少年の家に設置したフリーボー

ドにおいて多くのご意見が寄せられております。 

市長へのご意見箱やフリーボードを全てのこどもたちに周知することは困難ですので、関係施

設等へ出向いての聴き取りや、アンケート調査など、様々な方法により意見を聴取してまいりま

す。 
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1 回答Ｅ  

 P.8 下段の分析としては「遊び場や居場所」68 件中、公園など遊べる場所の整備が 46 件、遊

具・トイレなどの整備が 15 件だったことから、「遊ぶ」ことに関する施策を重要視する必要が

あります。 

P.9 下段「子どもの生活実態調査」での子どもの自由意見の分析としては、小・中学生では公

園など遊べる場所、スポーツできる場所の充実を求める声が多く、16～17 歳では放課後等に自習

できる場所（スペース）が欲しいとの意見が多く寄せられました。友達や仲間と会える場所、静

かに勉強ができる場所、落ち着く場所、相談できる場所など、家や学校以外での居場所を求める

子どもが多いことがわかりました。 

また、学校の施設の充実（エアコン、トイレ）や安全な通学路の確保（街灯、舗装）などの意

見も多かったことから、教育委員会や土木部への情報提供を行ってまいります。 

 

 

1 回答Ｆ  

 生活困窮や言語障壁などのため回答できない、本当に困っている人の声を聴くことについては、

関係施設や団体の協力を得ながら意見を幅広に聴取していくため、現在、準備を進めております。 
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1 回答Ｇ  

就労と子育ての両立の支援については、放課後児童会の取り組みが中心となりますが、ひとり

親の両立支援策として、保護者の就業中にこどもを預かることができる「ひとり親家庭等日常生

活支援事業」があるので、活用を促進させることで、孤立の防止に努めていきます。 

また、こどもの居場所づくりについては、民間団体の持つノウハウを活かし、引き続き連携し

て取り組んでいくことが重要であると考えております。 

今後は、関係機関と連携し、対象者の把握やニーズ調査を行うとともに、補助事業の活用も含

め児童育成支援拠点事業の実施についても検討してまいります。 

1 回答Ｈ  

 若者が利用できる支援機関を「どれも知らない」と回答した若者が全国調査を大きく上回った

ことについては、SNS 相談を利用する相談希求のある若者を対象としたことがその要因の一つと

考えられます。市内には若者が利用できる公的な相談窓口（精神保健福祉センター、ひきこもり

地域支援センター、児童相談所、ハローワーク等）のほか、若者支援に係る活動を行う民間団体

が複数存在しています。そうした情報を得にくい環境にある若者が一定数存在すると思われます

が、その中でも、相談先が分からない若者、このようなことで相談してもよいのか等相談を躊躇

している若者が SNS 相談の利用者と考えられるため、今後も SNS 相談を継続し、悩みに応じて必

要な支援機関を案内するとともに、支援機関の情報が行き届かない若者に対する広報のあり方に

ついて検討を行ってまいります。 
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また、居場所がないという若者に、居場所の情報がない、存在を知らないという回答が多かっ

たことについては、支援機関を知らない若者と同様、人とのつながり、社会とのつながりが希薄

になればなるほど、そのような情報からは遠のくと考えられます。このため、オンライン空間で

の居場所としてＳＮＳ相談の利用を促していくほか、本年 10 月の子ども若者総合相談センター

の開設により、若者ひとりひとりに寄り添う伴走型支援に取り組み、そのニーズをとらえた居場

所を作ってまいります。 

1 回答Ｉ  

要望４に係る「市の考え方」にもありますとおり、「市立の就学前施設については、幼児教育・

保育の保障の面からセーフティネットとしての役割が重要であり、一定数の市立施設は必要であ

ると考えています。」 

「浜松市立幼稚園・保育園の適正化等に関する方針」の＜基本理念＞にあるとおり、「質の高

い幼児教育・保育を、官民が連携し、地域の実情に合わせ、持続的に提供する」ことを前提とし

て、現在、市立施設の売却、貸付や民営化は検討しておりませんが、公立園と私立園が連携する

ことが重要であると考えています。 

また、村山委員がご指摘の医療的ケア児や支援が必要な児童の受け入れは、市全体として重要

な課題であると認識しています。 

その中で、支援が必要な子どもや低所得世帯の保護者の中には市立施設を希望する方がいるこ

とから、民間だけではなく、官民連携して市立施設においても、市民のニーズに対応する必要が

あると考えています。 

 ただし、要望４に係る「市の考え方」にもありますとおり、認定こども園化する施設や定員の

設定については、私立園に及ぼす影響などを考慮し、検討してまいります。 
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